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ISO/TC172及びTC172/SC1/WG1/WG2合同委員会及び　　　　　　　　　　　JIS原案作成委員会臨時分科会
令和元年１０月２９日（火）午後、港区芝公園の機械振興館の会議室において、ISO/TC172/SC1/WG１/WG2合同員会及びJIS原案作成委員会臨時分科会が開催された。１１月中旬に杭州（中国）で開催されるSC1国際会議において審議予定議題の案件について審議が行なわれました。
1． 議題及び審議結果
（合同）

　
-ISO 10110（光学及びフォトニクス―光学素子及びシステム用の製
図手法）とISO 14999（光学及びフォトニクス―光学素子及びシステ
ムの干渉測定）の整合性検討を行った。


-ISO/PWI 10110-16（光学及びフォトニクス―光学素子及びシステム
用の製図手法―第16部：非球面の回折面）の国際会議でのJISC方
針決めを行った。
（WG1議題）

　
-ISO/CD 15368 DIS（光学及び光学機器―平面表面の反射率及び
並行平面素子透過率測定）の状況に関して大西委員よりご説明頂き、
JISCとしての方針を確認した。


-ISO/PWI　14997-2（光学及び光学機器―光学素子の表面不完全
度の試験方法）の審議に関しては、杭州国際会議の議題に上がって
はいるが、資料がまだ送付されていないので、割愛した。
（WG2議題）

　　　
-ISO/FDIS 10110-1（光学及びフォトニクス―光学素子及びシステム
用の製図手法―第一部：通則）の投票結果に関して、伊藤委員より
状況の説明を頂き情報共有を行った。
-ISO/FDIS 10110-8（光学及びフォトニクス―光学素子及びシステム
用の製図手法―第八部：面の肌、粗さ及びうねり）の投票結果に関し
て、上窪委員より状況の説明を頂き情報共有を行った。


-ISO/FDIS 10110-12（光学及びフォトニクス―光学素子及びシステ
ム用の製図手法―第十二部：非球面）の投票結果に関して、向井委
員より状況の説明を頂き情報共有を行った。
（JIS原案作成委員会臨時分科会）
―JIS B0090-6（光学素子及びシステム用の製図手法―第六部：偏
心公差）に関する検討状況に関して、瀧谷委員よりご報告頂いた。
―JIS B0090-7（光学素子及びシステム用の製図手法―第七部：表
面欠陥）に関する検討状況に関して、中村委員よりご報告頂いた。
―JIS B0090-9（光学素子及びシステム用の製図手法―第九部：表
面処理及びコーテイング）に関する検討状況に関して、遠藤委員よ
りご報告頂いた。
―JIS B0090-11（光学素子及びシステム用の製図手法―第十一
部：公差表示のないデータ）に関する検討状況に関して、富岡主査
よりご報告頂いた。
―12月の第一回本会議日程調整を行った。
平成３１年度第３回ISO上層委員会報告会
令和元年１０月２９日（火）午後、一般財団法人日本規格協会　１１階A-C会議室
において、平成３１年度第三回ISO上層委員会報告会が行われた。
プログラム
（以下敬称略）
１３：３０～：開会の辞


：経済産業省　産業技術環境局　国際戦略
情報分析官（国際標準化戦略）
松本　光男（ISO副会長（財務担当））
１３：４０～：第４２回ISO総会報告
：経済産業省　産業技術環境局　国際標準
化統括基準認証推進官
高田　元樹
１４：０５～第７６回ISO/TMB

：経済産業省　産業技術環境局　基準認証

（技術管理評議会）報告

環境局　基準認証専門官　猿橋　淳子
１５：４０～第１１０回ISO理事会報告
：一般財団法人　日本規格協会　システム系
規格開発ユニット長
中川　梓（ISO理事会メンバ）

１５：５０～JSAからのお知らせ

：一般財団法人　日本規格協会　システム系

（機械可読SAG報告）


規格開発ユニット　清水　祐貴
下請取引適正化推進月間の実施について
（令和元年９月２５日付）
令和元年９月２５日付で、当協会会長宛に公正取引委員会事務総長及び中小企業庁長官より上記文書を受領いたしました。以下は、その抜粋です。
　貴団体におかれましては、平素から、下請け取引の適正化及び下請中小企業の振興に多大なるご尽力を頂き、感謝いたしております。
　公正取引員会及び中小企業庁では、従来、下請取引の一層の適正化を推進するため、下請代金支払遅延等防止法（以下「下請法」といいます。）の効果的な運用等に努めているところであり、毎年１１月を「下請取引適正化推進月間」とし、この期間に下請法の普及・啓発に係る取組を集中的に行っております。
　本年度においても、別添実施方針に基づき、公正取引委員会事務総局経済取引局取引部企業取引課及び各地方事務所等並びに中小企業庁事業環境部取引課及び各経済産業局等において、それぞれ下請取引適正化推進講習会の実施等により、下請法の普及・啓発を行うことといたしました。下請事業者を含む事業者等への本事業の広報等についてご協力方よろしくお願い申し上げます。
1． 下請取引適正化推進講習会雄の実施
４７都道府県（６２会場）において、下請取引を行う事業者を対象に、下請法及び下請中小企業振興法の趣旨・内容を周知徹底するために下請取引適正化推進講習会を開催する
2． 各種媒体による広報
　新聞、雑誌、インターネット等を通じ、全国的に下請取引の適正化に関する普及・啓発を行う。
（1） 政府広報等
経済産業省広報、公正取引委員会及び中小企業長のホームページ、新聞
（2） 都道府県及び中小企業団体等の機関誌
都道府県、下請企業振興協会、商工会議所、商工会連合会及び商工会、中小企業団体中央会、事業者団体等の機関誌
（3） ポスターの掲示
　公正取引員会、経済産業省、都道府県、中小企業関係団体、事業者団体等の施設にポスターを掲示することにより、下請取引の適正化に関する普及・啓発を行う。
令和元年八月十三日から九月二十四日までの間の暴風雨及び豪雨による影響を受けている下請中小企業との取引に関する配慮について
（令和元年１０月１７日付）
令和元年１０月１７日付で、当協会会長宛に経済産業大臣より上記文書を受領いたしました。以下は、その抜粋です。
　令和元年八月十三日から九月二十四日までの間の暴風雨及び豪雨（令和元年八月から九月の前線等に伴う大雨（台風第１０号、第１３号、第１５号及び第１７号の暴風雨を含む。））によって、佐賀県及び千葉県地域等において交通インフラや建物・設備の損害が確認される等、当該暴風雨及び豪雨の発生に伴う取引上の影響は、被災地域の親事業者、下請事業者と取引のある全国の親事業者、下請事業者に広がる可能性があります。
　過去の大規模地震発生時おいても、下請事業者の責任によらない受領拒否、返品、支払い遅延等に関する相談や、従来の取引先から発注が受けられなくなったという相談が寄せられたところです。
　貴団体におかれましては、経営基盤の弱い中小企業者・小規模事業者に対するこれらの影響を最小限にするため、貴団体所属の親事業者に対して、下記の事項について周知徹底を図るなど適切な措置を講じていただくよう要請いたします。
1． 親事業者においては、今回の暴風雨及び豪雨の発生を理由として、下請事業者に一方的に負担を押しつけることがないよう、十分留意すること。
2． 親事業者においては、今回の暴風雨及び豪雨によって影響を受けた下請事業者が、事業活動を維持し、又は今後再開させる場合に、できる限り従来の取引関係を継続し、あるいは優先的に発注を行うよう配慮すること。
以上
令和元年８月生産・出荷統計
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル

カメラ
	181,453
(0.72)
	9,191
(0.73)
	303,718
(0.81)
	216,807
(0.73)
	11,903
(0.91)
	303,890
(0.86)
	152,239
(0.53)

	フィルム

カメラ
	5,406
(0.63)
	5,167
(0.60)
	4,895
(0.69)
	8,042
(1.06)
	8,403
(1.11)
	4,224
(0.57)
	10,435
(1.05)

	交換レンズ


	158,753
(0.69)
	9,094
(0.76)
	147,115
(0.85)
	272,295
(0.77)
	12,130
(0.78)
	32,325
(0.82)
	580,869
(1.14)

	光学・精密

測定機
	22,330
(0.73)
	4,924
 (0.71)
	-
	23,461
(0.81)
	4,874
(0.73)
	-
	35,544
(1.22)

	光分析機器


	12,997
(0.91)
	18,799
(1.02)
	-
	13,653
(0.92)
	19,449
(1.03)
	-
	6,927
(0.85)

	測量機


	 4,110
(0.73)
	528
(0.60)
	-
	10,051
(0.92)
	1,436
(0.90)
	-
	12,196
(1.31)

	合　計


	  -    


	47,703
(0.80)
	-
	-

	58,195
(0.92)
	-
	-



(　　　)内は、前年度比

注） 「受入」:調査期間中に工場または倉庫に次の事由により受入れられた製品の数量

（1） 他企業から購入したもの(輸入を含む)

（2） 同一企業内の他工場から受入れたもの

（3） 委託生産品及び委託加工品を委託先の工場から受入れたもの

（4） 返品(戻入れ)されたもの　
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